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事 業 名 称 

郊外戸建住宅地における 

「自治会」×「中間支援組織（NPO等）」による 

空き家対策等マネジメント事業のモデル化 

事 業 主体 名 一般社団法人 チームまちづくり 

連 携 先 八王子市北野台自治会 八王子市（住宅政策課等）弁護士・司法書士・税理士等 

対 象 地 域 八王子市 

事業の特有価徴 

郊外戸建住宅地を対象とした各種アンケート・ヒヤリング調査等に基づく「自治

会」及び「NPO等」による空き家の「発生予防」「適正管理」「利活用」の事業

モデル（案）の作成 

成 果 

◆3つの基本認識の共有化 

基本認識①「まちづくり」と「総合的空き家対策」の一体的推進の重要性 

基本認識②「空き家の発生予防」に重点をおいた対策の重要性 

基本認識③「元気なうちの空き家対策」の重要性 

◆６つの成果 

① 良好な住環境を維持してきた郊外戸建住宅地の居住者アンケート調査等によ

り、「居住者の空き家対策に関する詳細な意向の把握と分析」が実施できた。 

② 空き家対策に関する「自治会」「NPO」「行政」等多様な担い手の役割と連携に 

ついて考察整理するとともに、「自治会」と「NPO等」が協働して取り組む空き 

家対策の啓発パンフレットを作成した。 

③ 自治会が期待される「空き家の発生予防・適正管理・利活用に関する事業モ 

デル(案)」を作成した 

④ NPO等が期待される「空き家の発生予防・適正管理・利活用に関する事業モデ

ル(案)」を作成した 

⑤ 住宅地の魅力維持やエリア価値の向上という「まちづくりの観点からの空き

家対策」について具体的考察を行った。 

⑥ 空き家予防セミナー・同相談会を実施するとともに、「家族信託を活用した元

気なうちの空き家対策」の啓発パンフレット等を作成した。 

成果の公表先 国土交通省ホームページ、（一社）チームまちづくりホームページ 

第１ 事業の背景と目的 

本事業は、良好な住環境を有しつつも、住民の急激な高齢化と住宅の高経年化等の課題を抱え

る郊外戸建住宅地を対象に、住宅地の持続創生を図る観点から、空き家の発生予防と空き家の適

正管理・利活用を促進するため、「①まちづくりの担い手でもある「自治会」「町内会」などの地

縁組織が、どのような役割を果たすことが可能か。また、どの 

ような役割を期待されているか。」「② 地元密着の「NPO法人等」 

が、どのような役割を果たすことが可能か。また、どのような 

役割を期待されているか。」について、具体的に調査検討を行い、 

「自治会」及び地元密着の「NPO法人等」が行うことが期待され 

る実現可能なモデルを作成することにある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

写真１ 北野台住宅地 
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第２ 事業の内容 

第 2-1 事業の概要と手順 

１ 事業の全体像と取り組みの手順 

【図表１ 概要・手順・詳細図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 空き家の発生抑制 空き家の見守り・適正管理と利活用 

自治会 
空き家の「発生予防」「見守り・適正管理」「利活用」 

モデル（案）の作成 

NPO 法人等 空き家の「発生予防」「見守り・適正管理」「利活用」 

モデル（案）の作成 

 

 

 

２ 事業のモデル住宅地－北野台住宅地（八王子市） 

本件調査事業は、大都市圏の郊外に立地する計画的に開発された戸建住宅地が、人口減少社会、

高齢化社会において、持続的に住み継がれる住宅地になるための要件を、まちづくりを含む空き家問

題から捉え、コミュニティを支える「自治会」と中間支援組織としての「NPO」が、何を担えるのか、何を担

うことが期待されているのかを検討することにある。 

そこで、本調査事業のモデル住宅を北野台住宅地（八王子市北野 1 丁目～4 丁目）とした。北野台

住宅地は、昭和 50 年代に開発された約 1900 区画の戸建住宅地で、京王線北野駅バス約 10分に位

置する。道路・公園等の都市基盤が整い、良好な居住環境と緑豊かな家並みを形成してきたが、近年

の居住者の急速な高齢化と、築 40 年を迎える住まいの更新時期が同時に進み、空き家対策を含む住

宅地の持続性や将来について、真剣に考える時期にきている。 

北野台住宅地のあらましは、成果資料 1 とおりである。 

 

空き家の発生抑制に関する検討 

 

 

 

 

 

 

〇全居住者へのｱﾝｹｰﾄ調査(1910世帯)と集計・分析・考察 

〇高齢者世帯へのｱﾝｹｰﾄ調査(950世帯)と集計・分析・考察 

〇居住者への個別ヒヤリング（約 10件）の実施とその分析・考察 

空き家の「適正管理」「利活用」に 

関する検討 

 

 

 

 

 

 〇「推定空き家リスト」「推定空き家マップ」の作成 

〇「推定空き家」等の現地調査 

〇「推定空き家」所有者へのｱﾝｹｰﾄ調査と分析 

〇空き家予防セミナー（3回） 

の開催 

(弁護士・司法書士・税理士) 

Benngosi  

郊外戸建 

住宅地 

（北野台 

住宅地） 

「空き家対策事業モデル（案）」及び「啓発パンフレット」の作成 

〇 専門家・研究者・行政担当課へのヒヤリング・意見交換  

〇 まちづくり・まち育ての観点からの検討 

〇 自治会役員・自治会まちづくり部会等との意見交換・検討 

〇 先進的取り組み事例及びその当事者・関係者等へのヒヤリングと意見交換 
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２－２ 取り組みの詳細 

１ 空き家対策に関する居住者アンケート調査の実施 

（１） 調査概要 

本アンケート調査は、良好な居住環境を有する郊外戸建住宅地において、空き家の発生予防及び空

き家の適正管理・利活用の促進を図るために、「「自治会」「町内会」などの地縁組織が、どのような役割を

果たすことが可能か。また、どのような役割を期待されているか。」「地元密着の「ＮＰＯ法人」などが、どの

ような役割を果たすことが可能か。また、どのような役割を期待されているか。」について調査検討し、多く

の郊外戸建住宅地の空き家対策の一つのモデルにすることを目的として、八王子市北野台自治会のご

協力のもと、北野台住宅地にお住まいの皆様を対象に実施したアンケート調査を実施した。 

・調査期間：平成 30（2018）年 9月 16日～10月 15日 

・アンケート調査の内容等：成果資料２のとおり（依頼文等は図表 2のとおり） 

・配布世帯数：1910世帯 

・回答世帯数：743世帯（回収率 39％） 

・実施方法：自治会による個別配布及び自治会による回収方式 

（２） アンケート調査の内容 

  全世帯対象のアンケート調査（9問）と 65歳以上の高齢者世帯（約 900世帯）を対象にし 

たアンケート調査（6問）を同時に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） アンケート調査の結果と分析 

  居住者アンケート調査結果報告書（概要版）           …成果資料３のとおり 

  居住者アンケート調査に基づく自治会が行う空き家対策の居住者意向…成果資料４のとおり 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 居住者へのアンケート調査（依頼文と質問用紙（一部）） 
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２ 居住者アンケート調査を踏まえた個別ヒヤリング調査の実施 

（１） 調査概要 

〇調査の目的 戸建住宅地における空き家問題、空き家対策に関する居住者へのアンケート調査を 

補完して、いっそう具体的な問題意識、課題、提案、アイデア等を伺うため。 

〇対  象   居住者へのアンケート調査において、「空き家問題について個別にお話ししても良い」 

と回答頂いた 26名の内、スケジュール等が調整できた 9名（男性 4名、女性 5名）の 

居住者を対象にした。 

〇実施時期  平成 30(2018)年 11月 20日～12月 12日 

〇実施方法  ヒヤリング用紙を参考に、日頃、住宅地のまちづくりや空き家問題について感じているこ 

と、空き家対策への取り組みやアイデア等を自由にお話して頂きその要旨を記録した。 

（２） 個別ヒヤリング調査から見えてきたこと 

１) ヒヤリング対象者の共通した基本姿勢 

  ① 北野台住宅地が、現在の良好な居住環境を有した状態で、持続的に住み継がれる住宅地として 

の新陳代謝を願っている。 

  ② 一方で、開発後 40年を経過し、居住者の急速な高齢化や空き家問題の顕在化等により、「住宅

地の将来に対する漠然とした不安」を感じるとともに、一方で、「自治会」や「NPO等」の地域力を発

揮して、良好な戸建住宅地としての持続創生につなげたいとも問題意識を有している。 

２) 北野台住宅地の強みと弱み 

（強み）・緑豊かな公園、緑道、美しい町並みや景観など良好な住 

環境が維持されて」いること（地区計画による敷地分割の 

制限は、ミニ開発がなく良好な住環境に寄与しているとの 

肯定的意見が多数であった）。 

       ・優れた教育環境、子育てしやすい環境、小中学校が近い。 

 （弱み）・買い物等の利便性 

       ・都心への交通アクセス（都心通勤者は取得しない） 

       ・高齢化、免許返上等に伴う公共交通、地域の足への不安 

３) 自治会と空き家対策 

・空き家対策は、継続的な取り組みが求められるため、役員が定期的に変わる自治会では難しい。 

・住民の高齢化が進行し、自治会活動がきつい。より緩やかな連帯を望む。それが持続性に繋がる。 

・セミナー開催やコミュニティに基づく空き家予防の取り組みは自治会の役割。今回のセミナーも良 

かった。 

４) NPO と空き家対策 

・空き家の「見守り」や「適正管理」を含めた多様な生活支援サービスを NPOが行うのが良い。 

・「NPO法人めじろむつみクラブ」や「NPO法人唐松」が参考になる。NPOができたら参加したい。 

５）その他 

・各丁別にコミュニティの拠点をつくることにより、コミュニティ、ケア、多様な空き家対策に繋がる。 

・高齢世帯に大学生が同居する多世代ホームシェア、外国人留学生を受け入れるホームステイ、子ど 

もが小中学校に通う期間だけ定期借家で住まい借りるなどはニーズがあると思う。 

（３） 個別ヒヤリング調査記録 

  成果資料５のとおり 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 北野台住宅地 



  6  

 

３ 空き家等実態調査とその分析 

(1) 調査の目的 

①住宅地内にある「推定空き家（外観上空き家と推定できるもの）」と「実態空き家（本当に空き家である 

もの）」の概数を把握すること。②周辺環境に悪影響を及ぼす管理不全空き家（困った空き家）の実態 

と状況を把握すること。③推定空き家の所有者等にアンケート調査を行い、住まい（空き家）の管理、利  

活用、除却等について意向を伺うこと。④これらを踏まえて、自治会や NPO等が行う空き家対策の資 

料とすることを目的に、空き家等実態調査を行った。 

(2) 調査方法と調査結果 

〇調査対象と調査結果 

  自治会等からの情報に基づき、86件を「空き家可能性物件」と して、10月 26日を中心に、全戸現 

地調査を行い、その結果、次のとおり分類した。 

推定空き家（外観から見て空き家と推定されるもの）              …65件 

推定居住住戸（居住又はセカンドハウス的に利用されているもの）    …12件 

解体・新築工事中・新築分譲中                                … 7件 

未調査（登記簿情報見当たらず）                               … 2件   （計 86件） 

                                                       

 

写真３ 住宅地内の空き家 

写真４ 住宅地内の空き家 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇現地調査からの考察 

①5 件の管理不全空き家（困った空き家）

が確認された。いずれも、庭木の繁茂、

ゴミの散乱等により周辺の住環境を悪化

させている。後述の空き家アンケート調

査は 3 件が到達、２件が未達（宛所なし

で返送）と推定。 

②従前の家屋（空家）を解体して、新たに

住宅を新築したものが 11 件（更新建替

済 4 件、新築工事中等 7 件）あり、一定

の新陳代謝（住み継がれ）が行われて

いることも認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 住宅地内の空き家等マップ

図 
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４ 空き家所有者等へのアンケート調査 

 (1) 調査の目的 

本アンケート調査は、良好な郊外戸建住宅地において、空き家の適正管理と利活用を促進する観

点から、「「自治会・町内会」などの地縁組織、及び地元密着の「NPO法人」などが、どのような役割を

果たすことが可能か、また、どのような役割を期待されているか」について調査検討するため、八王子

市北野台住宅地に住まいをお持ちの皆様のうち、空き家である可能性がある住宅の所有者等の皆様

に、空き家の管理や利活用に関するご意見やご意向を伺った結果をまとめたものです。その調査概要

は次のとおりです。 

・調査期間：平成 30（2018）年 10月 28日～12月 10日 

・アンケート調査の依頼文及び内容等：成果資料８のとおり 

・配布世帯数：65世帯 

・回答世帯数：14世帯（回収率 21.5％） 

・実施方法：郵送依頼及び郵送回収方式 

（２） アンケート調査の結果と分析 

   上記３で推定した 65件について、法務局（登記所）で登記簿上の所有者住所等を調べ、アンケート 

用紙等を郵送送付し、郵送回収で行った。回答結果は次のとおりである。 

   ・「空き家」として回答があったもの                    … 11件 

   ・「居住」として回答があったもの                     …  5件（電話連絡 1件を含む） 

   ・不在返送（登記簿住所不在で返送・宛所に訪ねあたらず）    … 16件 

    ・郵送到達されたと推定され回答がないもの              … 33件    （計 65件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ 空き家所有者へのアンケート調査（依頼文と質問用紙（一部）） 
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（３） アンケート調査の内容分析 （詳細は成果資料９のとおり） 

 ・回答件数は計 14件で、空き家として回答があったもの 11件、居住(時々来る)3件であった。 

 ・空き家として回答があった 11件の空き家になった理由は、所有者の死亡が 7件、所有者の施   

設入所 2件等であり、空き家になってから 5年以上経過しているものが 7件あった。 

 ・また、誰が空き家を管理しているか尋ねたところ、14件中 11件が所有者又は家族であり、2 

件は誰も管理していないとの回答で、当該 2件が管理不全（困った空き家）になっている。 

 ・管理頻度については、バラつきがあり、14件中、2～3か月に一度が最多で 4件あった。 

 ・空き家等に維持管理について、困っていることを尋ねたところ、庭木や樹木の剪定が 5件、 

  現住所から空き家までが遠いが 4件、管理を頼める人がいないが 2件であった。 

 ・NPO等が行う空き家の有償管理サービスの利用希望を尋ねたところ、14件中、敷地内の草取 

り、清掃、樹木の剪定が 6件、敷地外からの目視による外観確認と写真報告が 2件、郵便ポ 

ストの整理処分が 2件であり、一定の管理需要があることが確認できた。 

 ・空き家等の今後について尋ねたところ、売却希望 5件、家族が戻るまで現状維持 5件、どう 

してよいか解らない 2件等であった。 

 

５ 空き家予防セミナ－及び個別相談会の開催 

 急速な高齢化が進む郊外戸建住宅地においては、空 

き家の発生を予防することが重要であるため、居住 

者へのアンケート調査の依頼に合わせ「空き家予防 

セミナー」の周知案内を行い、全 3 回の空き家予防 

セミナーを開催した。内容は、空き家対策に詳しい 

弁護士、司法書士、税理士が、遺言・遺贈、生前贈 

与、成年後見人制度、任意後見人制度、家族信託 

（実家信託）、空き家の予防に繋がる税務対策等を 

テーマにセミナーと個別相談会を実施した。 

 (参考資料) 

 空き家予防セミナー開催チラシ 成果資料 10 のとおり 

 空き家予防セミナー配布資料 成果資料 11 のとおり 

空き家予防セミナー開催記録 成果資料 12 のとおり 

 

 

 

回 期  日 講  師 主な内容 参加者 個別相談 

第 1 回 11 月 12 日（月） 川合忠信税理士 空き家予防に繋が税務対策 13 名 2 名 

第 2 回 11 月 20 日（火） 辻 美和弁護士 遺言・遺贈、生前贈与、後見制度 16 名 2 名 

第 3 回 12 月 6 日（木） 池内暁司法書士 家族信託（実家信託） 22 名 1 名 

 

６ NPO法人が空き家対策に取り組む事例のヒヤリング調査 

  地元密着の NPO 法人が、自治会等と連携協力しながら、空き家対策を含むまち育て活動を

を行っている「NPO 法人タウンサポート鎌倉今泉台（鎌倉市）」及び「NPO 法人めじろむつみ

倶楽部（八王子市）」に伺い、設立の経緯、事業内容、自治会等との関係、事業収支、組織概要   

等についてヒヤリングを行った。詳細は成果資料 13-1,13-2 のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５ 空き家の発生予防セミナーチラシ

（表） 

図表６ 空き家予防セミナーの開催概要 
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2－4 成果                                                

１ 三つの基本認識 

 

 

   個々の空き家対策の積み重ねだけでは、住宅地の持続創生はなし得ない。住宅地全体の魅 

力やエリア価値の維持向上と一体となった空き家対策が重要である。 

空き家対策は、空き家の「発生予防」「適正管理」「利活用（除却）」という狭義の空き家対

策と、地域の魅力を磨き、エリアの価値を高める「まちづくりからの空き家対策」の双方が

必要である。この「まちづくり」と「総合的な空き家対策」を掛け合わせた一体的な推進が

重要であり、狭義の空き家対策だけでは、住宅地の持続創生はなし得ないことを自覚しなけ

ればならない。 

 

 

 

  空き家対策は、「発生予防」「適正管理」「除却更新又は利活用」に大別されるが、良好な

住環境が維持される一方、急速な高齢化と住宅の高経年化が進む郊外戸建住宅地では、「空

き家の発生予防」に対策を重点化し、空き家状態を経ないで円滑に継承や更新が行われる取

り組みが重要である。 

 

 

   自分の住まいについては、自分の死後、配偶者や子ども等の相続人に委ねるとの意識を改

め、自分が元気なうちに、その行く末を自ら決めておく「元気なうちの空き家対策」が重要

との意識を社会的に啓発・共有化することが重要である。 

 

 

 

基本認識１ 「まちづくり」と「空き家対策」の一体的推進の重要性 

基本認識２ 「空き家の発生予防」に重点をおいた対策の重要性 

基本認識３ 「元気なうちの空き家対策」の重要性 

図表７ 「まちづくり」と「空き家対策」の一体的推進の関係図 
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２ ６つの成果 

 

 

 (1)自治会が空き家対策を行うことの意向とその内容 

 

 

 

・近所に迷惑をかけていない「健康な空き家」と迷惑をかけている「困った空き家」に分けて考 

えほしい。/住民の高齢化が急速に進んでいるので、自治会の班長が空き家対策を行うのは難し 

いので、自治会が NPO等に業務委託を出すべきだなど建設的な意見が多数あった。 

成果１ 「自治会」及び「NPO」が行う空き家対策への住民意向の把握と分析 

全世帯対象の居住者アンケートにおい

て、自治会が空き家対策を行うことに

ついて、その構成員である戸建住宅地

の住民がどのような意向や期待を持っ

ているかを伺った。（回答数 743） 

①自治会が空き家対策を行うことについ

て(質問３)では、積極的に空き家対策を

行うべき 43%、互助共助の観点から住

宅所有者の理解が得られる範囲内で行

うべき 47%、専門家や NPO 法人等と

連携して行うべき 51%（複数回答可）

と高い割合を占めた。一方、空き家対

策はその所有者等の自己責任で行うべ

きであり、自治会など地域の関与は控

えるべきとの意見も 14%あった。これ

らから、自治会が空き家対策を行うこ

とへの違和感や反対論は少数であるこ

とが確認された。 

②自治会が行う空き家対策の内容につ

いて尋ねた(質問４)ところ、空き家予防

をサポートする専門家の登録制度

47%、弁護士・司法書士等による空き

家予防セミナーや相談会開催 41％、

住宅地内の空き家に住みたい人を登録

する「住み替え希望者登録制度」37％ 

等であった。 

③自治会が、空き家所有者の理解を得

て行う空き家対策について（質問５）尋ね

たところ、空き家情報の登録 504人

(67％)、道路からの空き家の巡回見守

りと緊急時連絡 431人(58％)等が高い

割合を占めた。 

また、自治会が空き家対策を行うこと

に関する自由意見では、 

・将来に渡って地域の魅力を維持する 

ことが空き家の防止に繋がる。 

・空き家問題は、個人の領域を超えた 

 問題で、住宅地全体、行政、国との 

連携が必要。住民一人一人の公共性 

に基づく意識が基盤だ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表８ 空き家対策に関する居住者アンケート調査結果（抜粋） 
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(２) 自治会が自治会費の一部を空き家対策に使うことについて 

 
(３) 元気なうちの空き家予防の対策について 

 

(４) ＮＰＯ等が行う空き家管理サービスについて 

 

また、自治会費を充当することの自由意見として多くの意見が寄せられた。その一部を記載する。 

・自治会役員が直接行うのは負担が大きい。自治会費の一部をアウトソーシングするのなら賛成。 

・空き家対策の具体的内容が明確になり、費用が妥当であれば自治会費を充当することに賛成。 

・自治会費を充当するのは良いが、それで自治会費が上がるのであれば反対。 

自治会が自治会費の一部を空き家対策

に充当することについて尋ねた(質問６)

ところ、良好な住環境の維持など地

域全体の福利に適うのであれば使っ

ても良いが 272人(36％)、自治会が

空き家対策を行うのは良いが余り費

用をかけずに行うべき 368人(49％)

自治会費の一部充当には反対が 69人 

(9％)であった。これらから、自治会

が自治会費を充当して空き家対策を

行うことについては、住宅地全体の

利益になることを節度をもって行う

のであれば、自治会費を使うことに

理解が得られると思われる。 

次に 65歳以上の高齢者世帯を対象に

「元気なうちの空き家要対策について尋

ねた（質問７）（回答 561）ところ、空き

家対策は相続人たる子どもたちに任

せている 195世帯(34％)、空き家対

策の問題意識があるが具体的な検討

は何も行っていない 183世帯(32％) 

特別な対策や検討は行っていない 89

世帯(15％)と約８割の世帯の高齢者

世帯が、事前の空き家対策を行って

いないことが判明した。この事実は

かなり深刻であり、元気なうちの空

き家予防対策の重要性を広く国民共

通の認識として定着させることが望

まれる。 

次に地元密着の NPO等が、多様な空き

家管理サービス（有償）を行う場合の利

用意向について尋ねた(質問 10)とこ

ろ、多くの高齢者世帯が利用したい

意向がある旨が解った。具体的には 

敷地内の草取り、樹木の剪定や清掃 

が 278世帯(49％)、郵便物・広告・

チラシの整理処分 237世帯(42％)、

道路からの目視による不良確認と写

真報告 199世帯(35％)、敷地内から

の目視による建物の点検と写真報告

190世帯(33％)等、多様な管理ニーズ

があることが判明した。 
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(５) ＮＰＯ等への参加意向について 

 

 

居住者アンケート調査では多くの自由意見を頂戴した。テーマ別にいくつかを下記に紹介する。 

◆空き家問題への基本認識 

・空き家が増えるということは、それだけ地域に魅力がないこと。どうしたら魅力的になるかを 

考えないといけない。だから「まちづくり」が必要。 

・空き家対策を含むまちづくりの観点からの「エリア価値の向上」「良好な住環境づくり」は自治 

会の役割の一つ。 

・空き家対策の基本は「自己責任」である。そして「売却」「更地」が原則。 

◆自治会が空き家対策を行うことについて 

・自治会未加入世帯がある中で、自治会が空き家対策を行うことに少し疑問を感じる。空き家世

帯こそ自治会に入会して頂きたい。 

・空き家問題を扱う仕事を自治会班長の仕事に組みこまないでください。NPO 等の有志にお願い 

してください。 

・持家を空き家にせざるを得ない場合、自治会への届出を義務づける制度を設けるべきである。 

・自治会への空き家登録時に、見守り、緊急事態発生時の必要経費を一時金として徴収すべき。 

・空き家を NPO等が借り受け、若い世帯や子育て世帯が安い賃料で暮らせるよう自治会も協力を。 

・個別の空き家対策については、空き家の所有者・管理者に費用負担を求めてほしい。 

・空き家の見守りを交番のお巡りさんにお願いしたらどうか。           （以上） 

先進的な戸建住宅地では、住民有志が

自ら NPO等を組織し、自治会や行政等

と連携協力して、非営利で有償の住宅地

マネジメントを展開していることを踏まえ、

居住者に対し、こうした NPO等への参加

の意欲意向を尋ねた(質問 13)ところ、

NPO活動に参加したいと思うが 81人

(10％)、家族が参加できると思うが

15人(2％)と約 100名近くの居住者が

NPO等への参加意欲を有していること

が確認された。 

また、NPO活動への参加できる頻度に

ついて(質問 14)は、無理のない負担感

のない範囲で楽しく参加したいが 69

名(75％)、自分の住む住宅地のためで

あれば、できるだけ協力し参加したい

が 46名(50％)、新しい仲間や知り合

いができるのが楽しみであり参加した

いが 19名(20％)などの意向が確認さ

れた。 

また、NPO活動に関する自由意見とし

ては、 

・NPO めじろむつみクラブの取り組 

みは参考になった。採用を望む。 

・北野台で遊歩道の草取りボランティ 

アをやっている。1時間いくらと決 

めてめじろ台のように行いたい。 

・有償の方が気兼ねしないで良い。 
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１ 空き家対策に関する「自治会」と「ＮＰＯ」の役割 

 空き家対策は、住まいの所有者・管理者が、責任をもって「困った空き家」にしない「自助」が

基本であること。そして、自治会・町内会は、個人の自発的意思に基づく助け合い（互助）や地縁

組織による助け合い（共助）で「自助」を支えること。NPO等は、非営利（無償ではない）のコミ

ュニティビジネス等で地域をサポートすることという役割が明確になった。 

 今、戸建住宅地における自治会は、住民（役員）の高齢化、自治会未加入世帯の増加、役員の短

期交代制等により、空き家対策などの継続的な取り組みを行うことは難しいとも言われている。

しかし、地域全体、住宅地全体の福利（利益）に適う「空き家対策」、そして、住宅地の魅力やエ

リア価値を高める「まち育て」の取り組みを、負担感のない範囲で NPO 等とも連携して行うこと

は、自治会に期待される役割と言えるではないかという考え方は、居住者アンケート調査の結果

から共感が得られると思われる。また、NPO 等は、空き家の所有者に寄り添って「自助の空き家

対策」を有償でサポートし、自治会や行政と連携・協働して、地域や住宅地全体の社会的利益の

増進に寄与する非営利の地域ビジネスを展開することが展望される。 

図表９ 自治会の役割・ＮＰＯ等の役割比較表 

自治会の役割（互助・共助） ＮＰＯ等の役割（自助・共助・公助の支援） 

◆「共益」の空き家対策を担う自治会 

 地域全体、住宅地全体の利益に適う「共益」 

の空き家対策は自治会の役割。だから、共助

の空き家対策は住民の理解が得られそう。 

◆「まちづくりやエリア価値の向上」からの 

空き家対策は自治会の役割 

 空き家対策を含むまちづくりの観点からの 

「住宅地の魅力向上」「良好な住環境づくり」 

は自治会の役割の一つ。 

◆空き家所有者等のサポーター 

空き家の所有者・管理者と寄り添い、多様な

空き家対策サービス支える 

◆自治会のサポーター・パートナー 

 「共益」の空き家対策を協働して実施 

（例）緩やかな空き家の見守り代行 

◆行政のパートナー 

 「公益」の空き家対策を協働して実施  

（例）空き家予防セミナーと相談会の開催 

２ 空き家対策に関する「自助：「互助」「共助」「公助」の関係 

 

成果２ 空き家対策に関する「自治会」「NPO等」「行政」等の担い手の役割・連携の考察 

図表 10 空き家対策に関する各ステークホルダーの役割と関係 
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２ 空き家対策の担い手たる「所有者」「自治会」「ＮＰＯ等」などの役割を考えるパンフレットの作成 

自治会と NPO 等が連携協力して、「まちづくり×空き家対策」に取り組むため、空き家対策の

担い手の役割や連携協力のあり方を考えるパンフレットも作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 11 パンフレット：「自治会」×「ＮＰＯ等」による空き家の「発生予防」「適正管理」「利活用」 
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成果３ 自治会が期待される「空き家の発生予防・適正管理・利活用の事業モデル（案）」 
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成果４ NPO等が期待される「空き家の発生予防・適正管理・利活用の事業モデル（案）」 
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 空き家対策は、その基本認識（9頁）で述べたとおり、地域の魅力を磨き、エリア価値を高める

「まちづくり・まち育てからの空き家対策」と空き家の「発生予防、適正管理、利活用」の双方を 

一体的に推進することが重要である。ついては、自治会（住民）と行政が協力して、ここに住み

たい、住み続けたいというまちづくりからの空き家対策を強力に進める必要がある。 

  

 

 これからの住宅地、とりわけ、今回の事業で対象にした郊外戸建住宅地は、良好な居住環境と

買い物や交通環境などの適度な利便性の確保というまちの魅力の維持向上を図りつつ、多様な住

まい方やライフスタイルを認め合い、地域全体で、空き家を発生させない持続的な土地建物の管

理システムを構築できるかが、住宅地としての持続性を支配する。 

 

 

成果５ 「まちづくり」「まち育て」の観点からの「空き家対策」の考察 

図表 12 多様性をマネジメント（地域経営）する住宅地のイメージ 

図表 13 郊外住宅地のまち育ての取り組み施策 
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 空き家の発生予防、特に家族信託を活用した“元気なうちの空き家対策”を紹介するパンフレ 

 ットを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果６ 啓発パンフレットの作成 

      －元気なうちの空き家対策「我が家を空き家にしない家族信託」－ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図表 14 パンフレット：我が家を空き家にしない「家族信託」 
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第３ 評価と課題                                       

１ 評価 

住宅地の空き家対策は、その立地特性、環境特性、コミュニティの状況等により異なるが、 

郊外戸建住宅地を対象とした本事業の成果は、同様な特性を持つ多くの郊外戸建住宅地に活 

用展開できると思われる。 

 ２ 課題 

 ① 自治会活動の継続性について 

住民の高齢化等に伴う自治会活動の限界及び自治会未加入世帯の増加による「地域コミュ 

ニティの維持や持続性」に関する危機感等が顕在化する中、地域コミュニティの担い手、あ 

るいは地域の助け合い組織としての自治会が、将来とも、従来の機能を持ち得ることができ 

るかが課題と思われる。 

② 自治会等による「迷惑空き家」の所有者等を特定できる社会制度の構築 

  隣家が空き家になり、安全安心(治安)、防犯、環境、衛生等の観点から著しい不都合が生 

じた場合、自治会等の地縁組織が、空き家の所有者・管理者を容易に特定できる社会制度は 

構築されていない。その結果、管理不全（困った）空き家の対処に大いに窮することにな 

る。こうした事態に対し、自治会としての対処方法について意見交換を行った結果、 

ｱ) 郵便ポストに自治会や近隣住民からのメッセージを入れる。 

ｲ) 自治会環境部等が中心になり、所有者・管理者を特定し、手紙等で連絡をとり適正管理を要請。 

ｳ) 市にその旨を連絡し、市が有する税務情報等の所有者に関する特定情報を活用して、地元のメ 

ッセージを市から郵送等でお送りし、所有者等から自治会に連絡が入るのを待つ。 

    などが考えられるが、上記③の対処を行政が積極的に行うことを大いに期待したい。 

③ 均質型・禁止型（マイナスを排除する）住宅まちづくりから、多様性・包含性（プラスを増やす）住宅ま  

ちづくりへの転換と一体になった総合的な空き家対策の推進。 

  これについては、既述の事業モデル（案）で紹介したとおりである。 

第４ 今後の展開                

 本調査成果を積極的に公開するとともに、次の取り組みを展開したい。 

 ① 意欲的な区市町村と連携するとともに、「自治会」×「NPO 等」によるまちづくりを含む総 

合的空き家対策の横展開の実践。 

 ② 自治会等の地縁組織が行う「まちづくり×空き家対策」の総合的サポート。 

③ 空き家対策を含む地域コミュニティビジネスを行う NPO 等への支援と連携。 

 ④ 特に成果に掲げた具体的な事業モデル（案）の具体化に取り組む区市町村、自治会、NPO等 

があれば積極的に連携していきたい。 
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